　第１号様式（第４条関係）
離職者等起業促進資格確認申請書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　奈良県知事　殿

申請者　住所
氏名
（法人の場合は商号及び代表者職名）

電話番号　

　創業資金融資制度要綱（以下「要綱」という。）第４条の規定に基づき確認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１．申請者種別（いずれか該当するものに○。法人の場合は当該法人の代表者について該当するものに○）

ア　申請日前５年以内に勤務先を離職した者

　　　離職年月日（      年　　月　　日）

イ　申請日現在60歳以上の者

    生年月日　（　　　年　　月　　日）

注）以下の書類を添付すること。

　　・奈良県税に滞納のないことの証明書（３箇月以内に発行された原本）
　　・申請者が既に事業を開始している場合は、
法人は法人登記簿謄本（原本）
個人は開業届（写し）

・＜申請者種別　アの場合＞

公的機関が発行した身分証明書の写し
離職票の写し等（離職前の勤務先において、週20時間以上勤務かつ31日以上雇用され
ていた（又は雇用の見込みであった）ことを確認可能なもの）

・＜申請者種別　イの場合＞

運転免許証、健康保険証等の写し等（公的機関が発行した身分証明書で生年月日を確認
可能なもの）
２．事業を開始した日（又は開始する予定である日）

　　　年　　　月　　　日

３．開業(予定)場所

４．主たる業種                          
５．融資希望時期　　令和　　　　年　　　　月

　上記の者は、要綱第４条第１項第　　号に該当する者であることを確認しました。

　なお、本確認が融資の実行を保証するものではありません。

 　※虚偽又は不正の手段により本確認を受け、創業資金を利用した者は、奈良県融資制度基本要綱第８条の規定により、資金の償還を請求されることがあります。
　令和　　　年　　　月　　　日

奈良県知事   　　　　　    
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(確認年度内に融資実行を受けない場合、本確認は無効となります｡)
申請書は２部ご提出ください。
